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地震や津波は自然現象であると同時に災害要因でもある．災害要因を研究対象とする地震学は，自然
現象の理解という純粋な理学の枠内に留まっていることはできず，防災ということを通して社会と密
接に関係している．我々は地震や津波のデータを使って物理モデルを構築することを目標とするだけ
でなく，研究成果に基づいて社会に向かって発信する情報が本当に防災に役に立っているのかについ
て，常に省みる必要があるだろう．例えば，巨大災害を防ぐことを第一の目的とするなら，多くの仮
定に基づく地震の発生確率を公表するよりも，その地域で発生し得る最大規模の地震や津波の調査に
もっと努力が向けられるべきではなかったか．更に，より直接的に社会に貢献するためには，他分野
の考え方や手法を吸収し連携することも大切だったのではないだろうか．地震学者が防災に貢献する
ために何が必要かについて改めて考察すれば，1) 社会にとって何が必要かという想像力を持つこと，
2) 自分の守備範囲の研究をきちんと行うこと，3) わかったことと共に，わからないこと（わかって
いることの限界）もきちんと伝えること，4) 他分野と連携して「知」を融合すること，という，至極
当然のことに帰着する．我々はもう一度，この原点から出直す必要がある． 

 

１．はじめに 
2011 年 10 月 15 日に静岡市において開催され

た特別シンポジウム「地震学の今を問う －東北
地方太平洋沖地震の発生を受けて－」に先立って，
日本地震学会会員に対するアンケート調査が行
われた．「地震学の知見が防災に役立つか？」と
いう問に対しては，82%余りの人が，「非常にそう
思う，または，そう思う」と回答している．しか
し，「実際に役立てられていると感じるか？」と
いう問に対しては「非常に役立っている，または，
役立っている」と回答した人は 40%程度に過ぎな
かった．この大きなギャップに，2011 年東北地
方太平洋沖地震の際に何故もっと多くの人を救
うことが出来なかったのだろうかという，地震学
者の苦悩が現れているように思う． 

地震や津波は自然現象であると同時に災害要
因でもある．災害要因を研究対象とする地震学は，
好むと好まざるとに関わらず，防災ということを
通して社会と密接に関係している．例えば長谷川
（2012）は日本の地震学を，「地震災害国の日本
では，地震学は，地震による悲惨な災害の軽減・
防止を目指して進められてきた歴史を持つ．その
意味で，日本の地震学は社会とのつながりが極め
て深く，社会的な要請がその発展の大きな原動力
になってきた．」と位置づけている．また橋本
（2012）は，「地震科学の目標・目的の第一は，
基礎科学としての地震現象の側面からの地球史
の理解であろう．これについては，地震科学研究
者の間に異論はないであろう．しかし，その理解
に基づいた地震災害軽減という，社会からの強い
期待・要請が常にあり，社会の中のコミュニティ
としてこれに応えることもまた目標・目的とな

る．」と述べている．このように，地震学の目的
が地震という自然現象の理解であると共に地震
津波災害軽減という社会からの強い要請に応え
ることにもある，ということに関しては，多くの
方が賛同されるであろう．「地震学の知見が防災
に役立つ」と回答した人が 80%を超えていること
からも，そのことが伺える． 
それでは，地震学の研究成果をどのように防災

に役立てれば良いのであろうか．アンケートの自
由記述意見やシンポジウム会場での発言には，
「研究成果を公表しておけば，防災関係者が必要
に応じて使ってくれる．」というものから，「地震
学者は防災現場にまで出向いて指導すべき．」と
いうものまであった．研究成果を公表していれば
勝手に役に立つと考えるのは無責任であり，防災
関係者に高度な地震学の知識を要求することも
現実的ではない．逆に，防災現場で直接指導すべ
きだと言われても，それは大多数の地震学者の能
力を超えている．  
我々は自分の能力の限界をもまた，きちんと自

覚すべきである．本稿では，地震学者としての守
備範囲を「防災に役立つ科学的情報の発信」と定
め，防災に貢献したいと願う地震学者にとって何
が必要かについて考察する． 
日本地震学会には地震学者ばかりでなく，防災

工学者，教育者，メディア関係者，その他いろい
ろな立場の方が居られるのは承知している．しか
し本稿では，上で定義した地震学者の守備範囲に
限って議論することをお許しいただきたい．それ
以上を論じることは，著者の能力を超えている． 
 
２．防災のための情報 
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現在，地震学者の側から社会に向けて発信され
ている防災のための情報にはいろいろなものが
あるが，ここではそのうちの，「地震予知」，「確
率論的な地震発生予測と地震動予測」，「津波警
報」，「地震警報」について論じる． 
 

2.1 地震予知 
「地震予知は防災に役立つ」という言葉は，厳

密には，「地震予知が可能なら，それは防災に役
立つ」と書くべきであろう．1975 年に海城地震
の発生が予知され，人的被害が最小限に食い止め
られたと言われている（中国地震考察団，1976）．
確かに，「地震予知が可能」なら防災に役立つこ
とは間違いない．しかし，現時点での防災を考え
る時に重要なのは，「現時点で地震予知が可能か
どうか」である．「現時点において，かなり高い
確度で地震予知が可能」と考えている地震学者の
数は，おそらく全体の 1割にも満たないであろう． 

「将来，地震予知が果たして可能になるか，そ
れとも不可能か？」という議論をここで取り扱う
気はない．また，誤解の無いように付け加えれば，
「地震予知研究の継続は大切」という意見（例え
ば，深畑，2012；小泉，2012）に異議を唱えるつ
もりもない．もし将来において地震予知が可能に
なれば，現時点での防災には役立たないが，将来
の防災には非常に役立つであろうから． 

さて，現状における地震予知の実力を考えると，
現時点での防災に役立つことはあまり望めそう
にない．防災に役立たちそうにないばかりでなく，
地震予知が可能であるかの如き幻想が社会にか
なり広まってしまっていることは非常に大きな
問題である．もし，「地震予知は可能」という前
提に立った防災対策がとられているとしたら，そ
れは危険極まりない．地震学者はこのことをきち
んと認識できなければならない．そして，地震予
知の現時点での実力を社会に対して丁寧に説明
して，「現時点で地震予知は可能」という幻想を
打ち壊す努力をする必要があるだろう．幻想を広
めてしまったのが地震学者である以上，地震学者
にはそれを打ち壊す責任がある．  
 
2.2 確率論的な地震発生予測と地震動予測 

菅直人前首相が浜岡原子力発電所の運転停止
を要請した時，地震調査研究推進本部が公表して
いる「長期評価（地震発生の確率予測）」をその
判断の根拠としたことは広く知られている．それ
に対して，地震調査研究推進本部から「どう使う
かは使う側の判断」という旨のコメントが出され
た（asahi.com，2011）．確かに菅前首相のような
使い方は誤っている．長期評価は，次に何処で地
震が起こるかについての切迫性を評価したもの
ではない．しかし，情報を発信した側のコメント
がこれでは，余りに無責任ではないか． 

菅前首相のような誤解が何故生じたのかにつ
いては，よく考えてみる必要がある．この誤解は，
「地震調査研究推進本部が防災に役立つとして
公表している確率予測」と「社会が防災のために
必要としている情報」との間に非常に大きなギャ
ップが存在する，ということを示している．つま
り，情報を発信する側に，何が防災に役立つかと
いうことについての想像力の欠如がある． 
確率論的な評価は防災に役立たないという指

摘もある．防災の現場は，確率ではなく決定論的
な情報を求めている（岩田，2012）．また，確率
の低い地域には地震が起きないという誤った安
心情報を与えているという指摘もある（野津，
2012）．これでは，防災の役に立たないばかりで
なく危険でさえある． 
確率論的地震動予測地図についても同様であ

る．近年の大地震は確率の低い地域でばかり起き
ているという指摘（Geller，2011）があるが，こ
れも上で述べたとおり，確率論的地震動予測地図
が切迫性を表したものでないことを考えれば，必
ずしも正しい指摘とは言えない．しかし，この指
摘が社会の要請を代弁していることは確かであ
ろう． 
もっと根本に戻って，そもそも地震発生が確率

的に予測できるのだろうか．確率は非常に多くの
サンプル（多数回の試行）から得られる経験的な
ものである．地震発生の確率予測のために用いら
れているサンプル数は非常に少ない．それでもっ
て次の一回の地震の起きる可能性を予測しよう
という，非常に危険なことをしている．さらに，
固有地震が定常的に繰り返すという仮定そのも
のが，2011 年東北地方太平洋沖地震の発生によ
って覆されてしまった．  
今までの確率論的評価は根本的に見直すべき

時期に来ている．藤原(2011)は現在の確率論的地
震動予測地図を，低頻度の巨大地震に対応すべく
改良することを提案している．巨大な災害を防ぐ
ことを第一の目的とするなら，地震の発生確率よ
りも，その地域で発生し得る最大規模の地震や津
波の調査にもっと努力が向けられるべきではな
いだろうか． 
 
2.3 津波警報 
2011 年東北地方太平洋沖地震の発生後約３分

で気象庁マグニチュードが決定され，津波警報が
発令された．それによって非常に多くの人命が救
われたことは間違いない．ただ，地震規模の過小
評価が津波波高の過小評価につながり，もっと救
えるはずの多くの命を失ったことは非常に悔や
まれることであった． 
今回の津波警報に関して地震学者として反省

すべき第一の点は，この地震規模の過小評価であ
ろう．気象庁マグニチュードが巨大地震に対して
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飽和現象を起こすということは，地震学では常識
であった（Aki，1967；Kanamori，1977）．それ故，
国内外の広帯域地震記録を即時的に解析して，地
震発生後 10 分程度でモーメントマグニチュード
を推定するシステムも，既に開発されていた（西
前ほか，2002；仲底ほか，2003）．また，気象庁
マグニチュードに頼るのではなく，断層面の広が
りを地震発生直後に推定して津波警報に役立て
ようという研究も，既に行われていた（例えば，
Izutani and Hirasawa，1987；今村ほか，1991）．
しかし，それらの研究成果は津波警報システムに
組み込まれなかった．その大きな理由は，「日本
付近ではマグニチュード８を大きく超える地震
は起きない」という誤った思い込みがあり，気象
庁マグニチュードを基にした津波警報で十分と
いう考え方があったためと推察される．また，波
高に関する情報よりも警報の迅速性に重点が置
かれていたこともあるだろう． 
〔付記：日本国内には，津波警報を目的として，

モーメントマグニチュード推定のための広帯域
地震計も設置されていた．しかし，大多数の地震
計の記録が振り切れたため，実際の役には立たな
かった．ただ，「何十秒間も振り切れたのだから
マグニチュードは８を大きく超えた」という判断
に至らなかったことが，非常に悔やまれる．〕 

マグニチュード９の地震と悲惨な津波被害を
体験し，津波警報の見直しが進められている（気
象庁，2012）．広帯域地震計記録の即時解析から
マグニチュードが８を超えたと判断した時の警
報の発令の仕方に，今回の苦い体験から得た工夫
が見られる．また，近年急速に発達した強震観測
網を利用して，震源断層の大きさを即時的に推定
して津波警報に役立てようという新しい研究も
見られる（例えば，青木ほか，2011；堀内・堀内，
2011）．更には，海底に水圧計を多数設置して，
実測波高に基づいて津波警報を発令する計画も
進められつつある．これらの試みは直接的に津波
防災を目指したものであり，今後は実用化を図り，
将来の地震に対する津波警報発令のために役立
たせていかなければならない． 
 
2.4 地震警報 

1983 年に旧国鉄のユレダスシステムによって
開始された列車に対する地震警報システムは，防
災のために目覚しい実力を発揮した（中村，1996）．
2004 年新潟県中越地震の際には，震央近くを走
行中の上越新幹線車両が，緊急停止指令を受けて
減速中に強い地震動を受けて脱線した．しかし，
死傷者は無かった．また，他の列車も地震警報に
より停止したため，脱線事故現場に侵入する列車
は無く，大惨事が未然に防がれた（中村，2005）．
2011 年東北地方太平洋沖地震の際にも，新幹線
の列車は安全に停止した． 

一方，2007 年に運用が開始された気象庁の緊
急地震速報（一般国民向けの地震警報）は，2011
年東北地方太平洋沖地震の際にも防災に役立っ
たことが報告されている（例えば，小山，2012；
山田，2012）．ただ，気象庁マグニチュードの過
小評価に伴う震度の過小評価が見られた．また，
余震多発に伴う誤報という問題点もあった．これ
らについてはシステムの改良が行われつつある
（例えば，干場，2011）． 
このように，明らかに防災に役立ったという実

績を持つ地震警報ではあるが，気象庁の緊急地震
速報には，内陸で地震が発生した場合，震央近く
の大被害が予想される地域では警報が間に合わ
ないという大きな問題が残されている．安価な地
震計を多数設置してローカルな警報を発するこ
とによってこの問題の解決を図ろうとする試み
には気象庁は関与しておらず，現在のところ個々
の研究者の努力に委ねられている（例えば，
Horiuchi，2009；Nakamura，2009）．震源から離
れたところでの震度の正確な予測も勿論大切で
はあるが，人命を救うという面から考えると，震
央近くの大被害を受けるであろう地域に対する
地震警報をより迅速に発令するための研究に，も
っと力が向けられるべきであろう． 
 
３．他分野に学ぶ 
防災に関して地震学が連携すべき他分野とな

ると途方もなく広い．そして自然科学だけでは対
処しきれない（例えば，川勝，2012）．ここでは，
第１章で述べた地震学の守備範囲と密接に関連
し，現在特に注目されている津波堆積物研究との
関連に的を絞って述べたい． 
地震学の大きな柱は物理学に基づいて地震の

震源を明らかにすることである．地震学者に防災
を委ねれば「物理的な震源予測」が大前提となる
ことは当然の流れである．よって津波防災につい
ても，原因となる地震の発生間隔や規模，震源の
広がりを想定することを基本として議論が進め
られてきた．しかしながら，2004 年のインド洋
津波や 2011 年の東北地方太平洋沖地震に伴った
津波（以下，「2011 年東北津波」と呼ぶ）の発
生によって，地震学の知見に基づく予測や想定に
は限界があることを改めて思い知らされた．した
がって，津波防災のあり方を再検討する必要があ
るのは明らかである． 
地震学の現状のレベルは，地震発生後に震源で

何が起こったかを説明することはできるように
なったが，事前に物理モデルに基づいて震源を予
測し，揺れや津波をある程度正確に評価できる段
階には至っていない．津波といえばあたりまえに
目にするシミュレーションもまた，多くの問題を
含んでいる．2011 年東北津波の発生直後から震
源域を仮定した数値計算が多くなされ，アニメー
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ションも作成されてメディアでも頻繁に取り上
げられた．しかし，すべての数値計算結果は三陸
沿岸での 30m 超の津波を再現できていなかった．
それでも，津波のアニメーションはいかにも尤も
らしく見えてしまうのである．地震学者はこうし
た難点や限界を，当然ながら知っていたはずであ
る．単純化した断層面上のスリップ量をメートル
単位で議論していながら，実際の津波の高さは
10m も合わない場所があってもいいと思うので
は，やはり防災への意識や被災者への配慮が欠け
ていると指摘されても仕方ない． 

近代科学が打ち立てる自然現象に対するモデ
ルは，その範囲では合理的で矛盾は無いし，一定
の観測データに裏打ちされている場合も多いが，
問題は，合理的でなければならないという制約か
ら，知らず知らずのうちに説明がつかない事象に
目を瞑っているということが無いかである．地震
のように科学的な理解が十分進んでいない分野
ではその危険性が一層高いとみなければなるま
い．科学的モデルを打ち立てようとする研究の世
界では，データはモデルのためにあると考えても
よいかもしれないが，こと防災の世界では，あら
ゆる事象が主体で，足らざるところを補間し外装
するのが科学的モデルでなければならない．例え
ば，断層モデルが正確にわからなくても，津波堆
積物研究に基づいて過去の津波の浸水履歴図を
作り，防災計画に活用することも可能である（後
藤，2012）．極論を言えば，不確かな物理モデル
に頼る現状よりも，余程まともな防災対策が出来
るかもしれない． 
2011 年東北津波を受けて，史実にない津波を

把握すること，すなわち津波堆積物研究の重要性
が高まった．仮定が多いモデルに頼るのではなく，
史実や物証を防災に活かそうとする動きである．
津波は堆積物を必ず残すとは限らないし，地質時
代に発生した規模以上の津波は今後も起きない
という保証はない．しかし事実は事実として，そ
れがモデルで説明できないとしても防災の拠り
所になるはずである．その意味で，津波堆積物の
調査は慎重に行われ，検証を繰り返し，誤差や限
界も示しながら公表されるべきであろう．津波は
地震以外でも発生するので，すべてを単純化した
地震のモデルで説明しようとする必要がないこ
とも認識すべきである．津波堆積物は「地震波形」
や「震源分布」のような基礎的な一次データであ
る．怪しいデータに基づいて地震活動や地震発生
モデルを構築しようとすることに意味がないの
は明白である．その意味で，まずは信頼できるデ
ータを得ることが最重要なのである． 

地震津波防災においては，様々な分野の研究者
が「人間社会を持続させる」ということを目的に，
一つの枠組みの中で実効的に研究する「知」の融
合がなければならない．東日本大震災は我々に，

てんでばらばらでは学問の成果を十分生かせな
いという事実を突きつけていると言えよう． 
 

４．不確かな根拠に基づいた情報と防災 
2011 年東北地方太平洋沖地震の後，地震学者

の安易な言動がマスコミを賑わすことが多いの
は，防災に役立とうとして，自分の能力を超えて
背伸びをしすぎているせいではないだろうか．現
在の地震学には，特に「予測」に関しては，不確
かな部分が非常に多い．不確かな根拠に基づいて
いながら，さも確かな科学的根拠に基づいている
ような印象を与える言動は「科学」とは言い難く，
地震学者にとって許される態度ではない．また，
「防災に役立つためには，地震規模や震度を大き
めに言っておけばそれで良い」という考え方も無
責任である．不確かな根拠に基づいていながら
「それにさえ備えておけば安全」と錯覚させるよ
うな情報の出し方をしてきたことが，2011 年東
北地方太平洋沖地震による被害を大きくした原
因の一つであることを，忘れてはならない． 
「防災」は地震学者が単独で行うことではない

（例えば，川勝，2012）．地震学者に求められて
いるものは，「予測結果」と共に，「それがどの程
度確かな根拠に基づいているのか」についての正
確な情報の発信である．「わからない（わかって
いることの限界）」を伝えることは非常に大切で
ある（例えば，長谷川，2012；橋本，2012；今川，
2012；鈴木ほか，2012；谷原，2012；など，多く
の人が指摘している）．不確かな根拠に基づいた
情報を安易に発信することは社会を混乱させ，ま
た，地震学に対する社会の信頼を大きく損なう．
悪くすれば政治に都合良く利用され，地震学を政
治の下僕としてしまい兼ねない． 
群馬大学の片田敏孝氏が釜石市の小中学生に

「想定にとらわれるな」と指導したことは広く知
られている．「想定」とは，「地震学の知見に基づ
いて立てられた防災計画」である．それにとらわ
れるなという指導を受けた多くの小中学生が津
波被害から免れた．逆に，津波の想定浸水域外と
された地域の避難所で，多くの方が被災された．
この事実は，防災に関する限り，地震学が不確か
な根拠に基づいた情報しか出せていなかったこ
と，更に，不確かな根拠に基づいた情報をそのま
ま信じ込んでしまったために被害が拡大したこ
とを示している．「研究成果が防災に利用される
場合には『不十分な点』を強調することこそが求
められる．そうすることがその研究成果を下敷き
にした防災施策の『不十分さの可能性』に思い至
らせ，研究成果や防災施策を上手に利用すること
のできる市民的スキルを陶冶するために前提と
なる．」という今川（2012）の指摘は，非常に重
要である． 
不確かな根拠に基づいていながら情報の発信
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を急ぐことは，防災に役立たないばかりではない．
社会に害を及ぼし，更に「本物の地震学」を圧迫
する．現在，プロジェクト研究に縛られてテーマ
を強制され，また，不安定な期限付きポストに置
かれている若い研究者も多い（例えば，山田，
2012；福島，2012）．国家によって主導されるプ
ロジェクト研究は，「防災」を掲げることで予算
が付き易い．そして，こうしたプロジェクト研究
では短期間で成果を上げることが求められ，防災
に役立たないことを証明したり，研究に時間を要
することに言及したりすることは歓迎されてい
ない．柔軟な思考を持つ若い研究者の長期的視野
に立った自由な研究が，もしも「防災」を標榜し
たプロジェクト研究によって阻害されていると
すれば，地震学にとっても社会にとっても，その
損失は計り知れないくらいに大きい． 

 
５．おわりに 
地震学者が防災に貢献するために必要なこと

は， 
1) 社会にとって何が必要かという想像力を持つ

こと， 
2) 自分の守備範囲の研究をきちんと行うこと， 
3) わかったことと共に，わからないこと（わか

っていることの限界）もきちんと伝えること， 
4) 他分野と連携して「知」を融合すること， 
という，ごく基本的な姿勢であろう． 

これらのことは，チームの勝利に貢献したいと
願っているサッカー選手に求められることと，非
常に良く似ている．チームにとって何が必要なの
かを考え，できる事とできない事を理解し合い，
自分の役割をきちんとこなし，仲間と連携して戦
う．省みれば，今までの地震学者は，味方にパス
することなく相手ゴールに向かって闇雲に突き
進むプレーヤーに似ていた． 

地震学者が失った信頼を回復するための道程
は厳しいであろう．しかし我々はもう一度この原
点に立ち帰って出直す必要がある．それ以外に地
震学者が防災に貢献できる道は無い． 
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